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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 (千円) 4,794,198 3,809,170 5,200,232 5,841,264 6,454,695 

経常損益 (千円) 312,803 △630,051 165,302 204,781 309,929 

当期純損益 (千円) 174,812 △844,663 101,098 154,529 249,236 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 631,000 631,000 1,140,509 1,159,426 1,159,426 

発行済株式総数 (株) 59,000 59,000 64,605.81 64,998.81 64,998.81 

純資産額 (千円) 1,789,291 915,127 2,035,066 2,212,813 2,357,526 

総資産額 (千円) 3,402,881 2,908,991 3,664,535 3,452,132 3,273,197 

１株当たり純資産額 (円) 30,326.97 15,510.64 31,500.15 34,133.60 36,365.87 

１株当たり配当額（うち

１株当たり中間配当額） 
(円) 

500 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

1,000 

(－) 

1,000 

 (－) 

１株当たり当期純損益 (円) 3,010.32 △14,316.33 1,662.87 2,387.89 3,844.58 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
(円) 2,968.59 － 1,649.25 2,378.63 － 

自己資本比率 (％) 52.6 31.5 55.5 64.1 72.0 

自己資本利益率 (％) 13.7 － 6.9 7.3 10.9 

株価収益率 (倍) 66.44 － 125.08 148.66 18.59 

配当性向 (％) 16.6 － － 41.9 26.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △136,328 △137,846 420,204 172,700 642,308 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △941,708 △394,024 59,834 △354,128 △142,701 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) 1,148,852 558,946 319,352 △447,674 △433,879 

現金及び現金同等物の期

末残高 
(千円) 296,653 320,009 1,120,290 491,006 557,675 

従業員数 (人) 390 399 385 421 449 



 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 

４．第18期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．第18期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません、 

６．第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

７．従業員数は正社員の就業人員であり、臨時雇用者数は、総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載

を省略しております。  

  



２【沿革】 

年月 事項 

昭和61年９月 東京都港区新橋にコンピュータシステム開発サービスの提供を目的に株式会社ラックを設立（創

業者：三柴 元、資本金：２千万円） 

平成６年５月 大手家電量販店の流通一貫システム、及びネットワーク通信システムを構築 

平成７年４月 ネットワークセキュリティ事業を開始 

平成７年７月 「マイクロソフト・ソリューション・プロバイダー・メンバー」に認定 

平成９年４月 本社機能を統合し、東京都江東区青海（タイム24ビル）に移転 

平成９年５月 インターネットセキュリティシステムズ株式会社（ＩＳＳ社）のマスターディストリビューター

契約を締結 

平成10年３月 通商産業省（現 経済産業省）の「システムインテグレーター企業」に登録 

平成10年４月 セキュリティサービスを体系化した「ＳＮＳ（セキュアネットサービス）」の販売を開始 

ネットワークセキュリティに関するセミナーを開始 

平成11年４月 セキュリティの事業領域を明確化するために、ネットワークセキュリティ事業部を不正アクセス

対策事業本部に組織名称変更 

平成11年６月 「セキュアネット」を商標登録 

平成12年２月 不正アクセス対策の24時間緊急対応サービス業務を開始 

平成12年５月 不正アクセス監視・対応事業の強化、拡充のため、「監視センター」を設置 

平成12年６月 「九州・沖縄サミット」の不正アクセス監視・対応を支援 

平成13年１月 セキュリティテクノロジーの研究開発のため、コンピュータセキュリティ研究所（ＣＳＬ）を開

設 

平成13年５月 セキュリティ事業拡大のため、三菱商事株式会社に第三者割当増資を実施 

平成14年２月 監視センターのシステムと設備を一新してセキュリティ管理機能を拡充した「ジャパン セキュ

リティ オペレーション センター（ＪＳＯＣ）」を東京都港区虎ノ門に開設 

平成14年４月 ジャスダック市場に株式を上場（銘柄コード：４３５９） 

平成14年５月 セキュリティの事業領域の拡大に伴い、不正アクセス対策事業本部をセキュアネットサービス

（ＳＮＳ）事業本部に組織名称変更 

平成14年10月 ＪＳＯＣにおいて「情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）」の認証を取得 

平成15年２月  業容拡大に伴い業務の効率化を図るため、本社部門・営業本部及びＳＮＳ事業本部を汐留シティ

センターに移転 

平成15年12月  システム開発センター・お台場事務所を本社に移転・統合 

平成16年12月  データベースのセキュリティテクノロジーの研究開発のため、データベースセキュリティ研究所

（ＤＢＳＬ）を開設 

  日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年10月  平成17年度情報化促進貢献企業等表彰にて「経済産業大臣表彰」を受賞 

平成18年11月  エー・アンド・アイ システム株式会社との間で、共同株式移転による経営統合についての基本

合意締結 



３【事業の内容】 

当社は、ネットワークセキュリティのトータル ソリューション サービスを提供するセキュアネットサービス事

業（以下「ＳＮＳ事業」という。）とシステムインテグレーション事業（以下「ＳＩ事業」という。）を展開して

おります。 

当社の経営基本方針は、情報セキュリティ分野で常に方向性をリードし、社会に貢献するとともに、企業として

さらに発展を目指し、安心と信頼を一層のものとすることであります。 

ＳＮＳ事業は、コンサルティング・検査・構築・監視の各サービスを、また、これらのサービスに付随する自社

開発製品やセキュリティベンダーから仕入れた他社商品を、直接又は販売代理店（リセラー）を通して官公庁・企

業・団体等の顧客にソリューションとして提供しております。 

ＳＩ事業は、海外を含むソフトウエア開発会社の協力を得て、同様に企業・団体等の顧客に脆弱性を持たないセ

キュア（安全）なシステムインテグレーションサービスを提供しております。 

なお、当社には関係会社はありません。 

 当社が展開する事業の系統図は以下のとおりであります。 

  

(1）セキュアネットサービス事業の内容  

ＳＮＳ事業は、当社のコア・コンピタンスとして経営資源の集中化を図り、コンサルティング・検査・構築・監

視の各サービスとそれに付随するセキュリティ関連製商品の販売をトータルソリューションとして提供しておりま

す。特に、事業戦略のキーワードである「国家並びに企業活動の安全・保全への参画」を実現するため、「ジャパ

ン セキュリティ オペレーション センター（以下「ＪＳＯＣ」という。）」による24時間365日リアルタイムのセ

キュリティ監視サービスの機能強化を図り、官公庁や重要民間インフラに関連する企業、大手企業向けに以下のセ

キュアネットサービスを提供しております。 



Ａ．セキュリティ コンサルティング サービス 

  セキュリティ コンサルティング サービスとして、以下のサービスを提供しております。 

(a）マネジメント コンサルティング 

 情報セキュリティ対策の計画立案からリスク分析、情報セキュリティポリシーの策定・導入・運用管理まで

を一貫して支援し、顧客にとって最適な情報セキュリティサービスを提供しております。  

 また、セキュリティに関する問題を顧客がスムーズに解決できるよう、アドバイスや情報提供を行なってお

ります。 

 具体的には、情報セキュリティ対策プランニング支援、ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１（ＩＳＭＳ）の認証取得

支援、プライバシーマーク制度の認定取得支援、セキュリティポリシーの策定・実装・運用支援などのサービ

スを提供しております。 

(b）テクニカル コンサルティング 

 顧客特有のシステム環境におけるセキュリティの問題事項について、最適な適応策を提案するサービスを提

供しております。 

 具体的には、顧客が開発中の製品（ハードウェア・ソフトウェア）に対し、セキュリティの観点より各種脆

弱性を検査する製品検査、システムの設計段階でセキュリティの問題を洗い出す設計監査、運用中のシステム

におけるセキュリティの問題を洗い出す脅威分析などのサービスを提供しております。 

(c）セキュリティ マネジメント サービス 

セキュリティに特化した技術トレーニング及び、実務経験を積んだ技術者を顧客に常駐させ、セキュリティ

対策のコンサルティング・構築・導入・運用を支援するサービスを提供しております。 

Ｂ．セキュリティ検査サービス 

疑似攻撃を実際に行うことによって、既知のセキュリティホールが存在しないか、不要なポートが開いていな

いか、アクセス制御が適切に行われているかといった、潜在的なセキュリティリスクを洗い出すサービスを提供

しております。 

(a）ホームページ情報漏えい診断サービス 

 ネットビジネスを展開しているホームページに利用されている Webアプリケーションに対して、外部からの

不正アクセスという観点から、侵入手法を考察・試行しホームページの安全性を徹底的に調査、検出された脆

弱点並びに対策方法を報告するサービスを提供しております。 

(b）サーバセキュリティ診断サービス 

 診断対象となるサーバやネットワーク機器に対して、外部からの不正アクセスという観点から、侵入手法を

考察・試行しネットワークの安全性を徹底的に調査し、検出された脆弱点並びに対策方法を報告するサービス

を提供しております。 

(c）データベースセキュリティ診断サービス 

 重要な情報を格納するデータベースが、セキュリティ上安全な状態かどうかを診断いたします。問診表によ

るヒアリング、ツール利用＋手動による検査作業により、広範囲、実践的な診断結果を報告するサービスを提

供しております。 

  

Ｃ．セキュリティ構築サービス 

顧客のシステムやネットワークをセキュリティ上安全な状態に構築し、構築後もその状態を維持管理するため

のサービスや、ネットワーク製品やセキュリティ製品に対する検知ポリシーやアクセス制御ポリシーの設計、導

入、検証を行う製品導入サービスを提供しております。 

Ｄ．セキュリティ監視サービス 

ＪＳＯＣと顧客のネットワーク、サーバー群とを接続し、顧客システムへの不正アクセスの有無や社内ネット

ワークのウイルス蔓延などを、24時間365日リアルタイムで監視し、それらの前兆の発見、発生した際の顧客へ

の連絡と、必要に応じて通信の遮断等の緊急対処を実施しております。 

 また、「ＪＳＯＣ２４＋（トゥエンティ・フォー・プラス）シリーズ」として、中規模クラスの企業顧客をメ

イン対象に、廉価かつ簡易といった新しいコンセプトのもと、セキュリティ監視と運用管理サービスにセキュリ

ティ関連の情報提供を組み合わせたサービスを提供しております。 

これらの監視サービスにより検知されたインシデント（事件）情報は、当社コンピュータセキュリティ研究所

と共有され各種のセキュリティサービスに活用されております。 



Ｅ．セキュリティ関連製商品販売 

 当社が提供するサービスに付随したセキュリティ関連ソフトウエア製商品を販売しております。 

(a）自社開発製品 

 自社製品として主に次の３種類のセキュリティソフトウエア製品を販売しております。 

(イ）「ＳＮＳＤＢ」（エス・エヌ・エスデータベース） 

 ＳＮＳＤＢは、ネットワークのセキュリティレベルを保つための最新の脆弱性情報、脆弱性の再現情報、

セキュリティパッチ情報などセキュリティ関連の情報、また脆弱性に対しての対応策を日本語で提供してい

るデータベースであります。 

 （ロ）「ＩｎｔｒａＰＯＬＩＣＥ」（イントラポリス） 

 顧客のネットワーク上に流れる全てのＡＲＰパケットを受信して不正なＰＣ（認知されていないＰＣ）の

接続を検知し、情報漏えいやコンピュータウイルスなどの蔓延を未然に防ぐ、ハードウエア一体型のアプラ

イアンス製品であります。 

 （ハ）「Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ Ｃｅｎｔｅｒ」（コンプライアンス センター） 

 顧客のネットワークに接続されているクライアントＰＣのセキュリティポリシー/運用ポリシーが遵守さ

れているかを検査し、その結果を表示すると共に、結果を通知する検疫ポリシーサーバー製品であります。

(b）他社商品 

   セキュリティベンダーとの販売代理店契約の締結や業務提携により、仕入れたセキュリティ関連製品を他社

商品として当社が提供するサービスに結び付けて販売しております。 

(2）システムインテグレーション事業の内容 

ＳＩ事業は、顧客の情報システムの企画提案から導入、運用、保守まで一貫して行うシステム インテグレーシ

ョン サービスを提供しております。 

 (a）Ｗｅｂシステム（ｅ－コマース系） 

 Ｗｅｂサイトの企画・設計・開発から、Ｗｅｂサイトを支えるバックオフィスシステム、イントラネットシ

ステムの構築まで、トータルなソリューションを提供しております。 

 (b）メインフレーム系システム 

 汎用コンピュータのオペレーティングシステム管理・データベース構築を基本技術として、アプリケーショ

ンシステムを開発し提供しております。 

  

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は正社員の就業人員であり、臨時雇用者数は、総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載

を省略しております。 

２．当社は年俸制を採用しております。 

３．平均年間給与は、平成18年12月期の平均税込年間給与であります。  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

449 31才７ヶ月  ６年０ヶ月 4,836,045 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、継続的な企業収益の改善を受け全般的に設備投資が増加し、雇用情勢におい

ても改善が見られるなど、戦後最長といわれるいざなぎ景気を更新し、持続力を持ちながら好調に推移いたしまし

た。 

 情報サービス業界においては、企業収益の改善を背景にＩＴ化投資は金融機関向けを中心に増え、企業の内部統

制構築の対応に伴う需要も伸び、景気は引き続き好調に推移しております。また、官公庁、企業、個人等における

情報セキュリティ対策への取り組みは、一層重要性が高まっております。 

このような状況のなか、当社は価格や品質に対する顧客からの厳しい要請に対応するため、提供するサービスの

品質の向上を図るとともに、高度なセキュリティを求める顧客に常駐してコンサルティングや運用代行を行う「セ

キュリティマネジメントサービス（ＳＭＳ）」などの新サービスを投入するなど、エンドユーザの視点に立った営

業を展開することにより、受注獲得に取り組みました。また、稼働管理の強化により営業、技術の生産性向上を図

るとともに、新入社員の大量採用や国内外の協力会社の活用により、生産基盤の拡充に努めてまいりました。 

この結果、売上高は6,454百万円（前年同期比10.5％増）、経常利益は309百万円（同51.3％増）、当期純利益

は、投資有価証券評価損など特別損失を計上しましたが、税効果会計における繰延税金資産を計上したことにより

249百万円（同61.3％増）となり、前年同期に比べ増収増益となりました。 

なお、当社は今後一層競争が激化するＩＴ業界において勝ち残り、成長を加速させ企業価値を向上させるため、

平成18年11月10日にエー・アンド・アイ システム株式会社との間で経営統合の基本合意を締結し、準備を進めて

おります。内容につきましては「５ 経営上の重要な契約等 （2）その他の重要な契約」に記載のとおりであり

ます。 

 事業部門別売上高は次のとおりであります。 

（セキュアネットサービス事業） 

当事業年度においては、新サービス「セキュリティマネジメントサービス（ＳＭＳ）」の拡販に注力し、顧客

に常駐し密着したコンサルティングサービスや運用代行を展開するとともに、検査や監視など既存サービスの受

注にも注力したことなどにより、サービス売上は2,830百万円と前年同期に比べ364百万円増加しました。 

一方、製商品販売につきましては、他社商品売上は1,049百万円と前年同期に比べ73百万円増加しましたが、

自社製品売上は164百万円と、大型案件があった前年同期に比べ186百万円減少しました。 

この結果、当事業年度のＳＮＳ事業の売上高は4,044百万円（前年同期比6.6％増）、売上総利益1,360百万円

（同23.2％増）と、前年同期に比べ増収増益となりました。 

  

期別 

事業部門 

第18期 第19期 第20期 第21期(当事業年度) 

売上高 
（千円） 

構成 
比率 
(％) 

売上高 
（千円） 

構成 
比率 
(％) 

売上高 
（千円） 

構成 
比率 
(％) 

売上高 
（千円） 

構成 
比率 
(％) 

セキュアネットサ

ービス事業 
1,835,152 48.2 3,087,921 59.4 3,792,835 64.9 4,044,409 62.7 

システムインテグ

レーション事業 
1,974,017 51.8 2,112,310 40.6 2,048,429 35.1 2,410,286 37.3 

合計 3,809,170 100.0 5,200,232 100.0 5,841,264 100.0 6,454,695 100.0 



 なお、売上区分別の状況は次のとおりであります。 

  

（システムインテグレーション事業） 

当事業年度においては、顧客ニーズが多様化するとともに、価格低減の要請も厳しさを増しておりますが、既

存顧客からの継続案件や新規案件の確実な受注獲得に取り組み、協力会社の積極的な活用と要員稼働管理の徹底

により、売上高は2,410百万円（前年同期比17.7％増）、売上総利益は625百万円（同19.2％増）と、前年同期に

比べ増収増益となりました。 

また、競争力の強化に向け、マネジメント教育や技術教育など人材育成に積極的に取り組み、生産性の向上や

品質の向上に注力いたしました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、長期借入金の返済や社債の償還などがあった

ものの税引前当期純利益の計上や、仕入債務の増加などにより66百万円増加し、当事業年度末には557百万円とな

りました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は642百万円（前年同期比271.9％増）となりました。これは税引前当期純利益を97

百万円計上したことや、仕入債務が55百万円、未払金が43百万円それぞれ増加したことなどによるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は142百万円（前年同期比59.7％減）となりました。 

これは、有形固定資産を79百万円取得したことや差入保証金を32百万円差し入れたことなどによるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は433百万円（前年同期比3.1％減）となりました。これは、短期借入金が130百万

円増加したものの、長期借入金を440百万円返済したことや、社債を60百万円償還したこと、並びに配当金を63百

万円支払ったことによるものであります。 

売上区分 

第20期（前事業年度） 第21期（当事業年度） 
前期比 
増減率
（％） 売上高 

（千円） 
構成比 
（％） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（％） 

セキュリティ 

コンサルティング サービス 
955,164 25.2 1,010,789 25.0 5.8 

セキュリティ検査サービス 598,264 15.8 640,061 15.8 7.0 

セキュリティ構築サービス 228,013 6.0 249,954 6.2 9.6 

セキュリティ監視サービス 684,191 18.0 929,553 23.0 35.9 

自社製品販売 351,198 9.3 164,974 4.1 △53.0 

他社商品販売 976,021 25.7 1,049,076 25.9 7.5 

合計 3,792,835 100.0 4,044,409 100.0 6.6 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当事業年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当事業年度の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

セキュアネットサービス事業（千円） 2,675,072 97.2 

システムインテグレーション事業（千円） 1,798,257 118.5 

合計（千円） 4,473,330 104.8 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

セキュアネットサービス事業 4,498,157 113.3 1,161,264 164.1 

システムインテグレーション事業 2,514,977 113.5 484,783 127.5 

合計 7,013,135 113.4 1,646,048 151.3 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

セキュアネットサービス事業（千円） 4,044,409 106.6 

システムインテグレーション事業（千円） 2,410,286 117.7 

合計（千円） 6,454,695 110.5 



３【対処すべき課題】 

当社はトータルセキュリティサービスの提供を常に意識し、競争力の強化に向けた基盤再構築に取り組んでおりま

すが、セキュリティの位置付けは、情報システムにおいてより包括的な対応が求められるなか、システム開発に必要

不可欠な要件として組み込まれるものとの認識が一層強まっております。また、従来型のセキュリティサービスは顧

客ニーズに対応して常に進化し、より高度な品質と高い信頼性が要求されております。 

 こうしたなか、当社は次の施策を着実に実行することにより、顧客ニーズを的確に捉えサービスの品質を高めると

ともに、収益力の向上を目指しております。 

  

(1）営業体制の活性化 

 Ａ．組織的な営業展開により、エンドユーザの視点に立ったサービスの提案力を強化し、新規顧客の開拓と既存

顧客の深耕を確実に実行する。 

 Ｂ．同業他社との業務提携を強化し、新規マーケットへの進出を図る。 

Ｃ．直販営業を強化し、収益率の向上を図る。 

(2）多様化する顧客ニーズへの対応 

Ａ．システム開発においてセキュリティを必要不可欠な要件として組み込み、当社の強みを活かしたソリューシ

ョンを提案する。 

Ｂ．内部統制として監査的な視点から、より高度なセキュリティサービスの提供を目指す。 

(3）生産基盤の拡充 

Ａ．新卒、中途の人材採用や同業他社との業務提携を図り、人材資源の確保と技術の補完を実現する。 

Ｂ．国内外協力会社への外注化により、生産ラインを拡大する。 

(4）営業・技術の生産性向上 

Ａ．マルチ人材を育成し、顧客ニーズに対応した柔軟なサービス体制を確立する 

Ｂ．作業の標準化により、サービスの品質を向上させつつ、無駄な工数を圧縮する。 

Ｃ．人材育成システムを確立し、社員の能力レベルを上げ、生産性を向上させる。 

(5）管理体制の強化 

Ａ．社内のコンプライアンス意識の徹底とコーポレート・ガバナンス体制を強化する。 

Ｂ．生産管理体制を強化し、プロジェクトの工程管理と品質管理を徹底する。 

(6）研究活動の充実 

Ａ．常に先進のセキュリティ技術を追究し、新規事業の可能性を探るとともに、研究活動の核と位置付けるコン

ピュータセキュリティ研究所、データベースセキュリティ研究所の活動を充実させる。 

Ｂ．生産活動での実例を材料とし、日々各サービス事業部門内で技術研究を行い、実践に活用できる仕組みを構

築する。 

Ｃ．職務発明に関する社内環境を整備し、知的財産の蓄積と利活用を促進する。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項に

ついては、投資家に対する積極的な情報開示の観点から開示しておりますが、投資に関連するリスクを全て網羅す

るものではありません。 

当社はこれらリスク発生の可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります

が、当社株式に関する投資判断は、本稿及び本書中の本稿以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる

必要があると考えております。なお、将来に関する情報は有価証券報告書提出日現在において判断したものであ

り、将来そのとおりに実現する保証はありません。 

(1）競争激化に関するリスク 

企業・組織でのインフラとなりつつある情報セキュリティは、ＩＴ投資のなかでの成長分野と有望視され、大手

システムインテグレーター企業等においても、ビジネスの主軸へと移行してきております。当社は国内における情

報セキュリティ分野の草分け的存在として、変化の激しい市場において、その方向性をリードしつつＳＮＳ事業の

拡大に努めておりますが、今後、競合会社の積極参入による競争激化が予想され、当社の事業展開、経営成績及び

財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）価格低下圧力に関するリスク 

システムインテグレーション事業分野においては、長引くデフレ環境のなか、ＩＴ投資に関する投資対効果を意

識した顧客の要請は、提供するサービスの品質及び価格の両面において厳しくなっております。当社は、情報セキ

ュリティ事業との連携による競合会社との差別化、生産性の向上、良質で安価な国内及び海外等の外注先の活用な

どに取り組んでおりますが、市場における価格競争は一段と高まっていくものと予想され、当社の事業展開、経営

成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）システム構築における受託開発に関するリスク 

当社は顧客のセキュリティ構築やシステム開発時において、一般的に請負契約の形態で受注を受けてから納期ま

でに、そのシステムを構築・開発を完了させ、顧客に納品するという完成責任を負っております。 

当社は生産管理部門を強化し、プロジェクトの工程管理と品質管理には万全を尽くしておりますが、当初予定し

ていた見積金額からの乖離や開発段階におけるプロジェクト管理等の問題によって、想定を超える原価の発生や納

期遅延に伴う損害補償の発生等により、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(4）技術革新への対応に関するリスク 

技術革新が激しい情報セキュリティ分野において、当社はコンピュータセキュリティ研究所にて常に先進のセキ

ュリティ技術を追究し、新規事業の可能性を探求する研究活動を行っております。また、データベースセキュリテ

ィ研究所を開設し、重要性を増すデータベース・セキュリティ・サービスの事業化を目指すとともに、従業員全体

の能力を高め、顧客ニーズへ的確に対応する技術・ノウハウの習得に全社挙げて取り組んでおります。今後、これ

らの技術革新や顧客ニーズの変化に対し、当社が適切かつ迅速に対応できなかった場合には、顧客との業務の継続

関係や業務委託に関する契約が変更又は解消されること等により、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

(5）当社における情報セキュリティに関するリスク 

当社は業務の性格上、当社の従業員が顧客の保有する営業情報や顧客情報を直接的又は間接的に取り扱う場合が

あります。情報セキュリティサービスを提供する当社はこれら重要機密情報に対し、ネットワークデータベースへ

のアクセス権限者の登録を限定し、アクセス履歴を記録しております。さらに、セキュリティシステムの導入等に

よりインフラでの防衛策を講じるとともに、従業員のモラル教育を徹底し、当社従業員による情報漏えいへの関与

を未然に防ぐ措置を講じております。このような対策にもかかわらず当社が情報漏えいに関与した場合又は当社技

術が犯罪行為等に悪用された場合には、当社事業の継続が困難となる可能性、不測の損害賠償責任を負う可能性及

びさらなる管理体制の強化のための投資負担等により、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可

能性があります。 



(6）情報セキュリティサービスの提供に関するリスク 

当社の情報セキュリティサービスにおける事業活動においては、顧客との契約により、顧客内情報システムのセ

キュリティ対策をトータルソリューションサービスとし、一括して委託を受ける場合があります。当社では、常に

最適なサービス・製品を顧客へ提供するよう事業体制を整えておりますが、このような対応にもかかわらず、顧客

情報資産に対する第三者のサイバーテロや当社の責に帰すべき事由等により、情報漏えい等のセキュリティ事件が

発生した場合には、当社の社会的信用やブランドイメージの低下、損害賠償責任を負う可能性等が生じ、当社の事

業展開、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）知的所有権等に関するリスク 

当社は、第三者の知的財産の侵害を行わないように留意して業務を遂行しておりますが、不可抗力により侵害す

る可能性は皆無ではありません。また特許権、実用新案権、商標権、著作権等の知的所有権が当社の事業分野にお

いてどのように適用されるか想定することは困難であり、今後当社の事業分野において当社が認識していない特許

等が成立した場合、当該第三者より損害賠償、使用差止等の訴えを起こされる可能性、また当該特許に関する対価

の支払い等が発生する可能性があり、この場合は当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(8）人材の確保・育成に関するリスク 

当社が成長に向けて更なる企業基盤を確立し拡充するためには、関連する技術・ノウハウを有する優秀な人材の

確保・育成が不可欠であります。当社では新卒の春・第２新卒の秋の定期採用においては、基礎能力の高い人材

を、また中途採用においては、即戦力として活用できる技術経験者を幅広く採用しております。採用後は、様々な

研修コースを用意するとともに、ＯＪＴの実践を通じて社員の育成に注力しております。今後、当社が事業拡大を

目指すうえで、必要な人材を確保・育成し活用できない場合には、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

(9）人材流出に関するリスク 

当社は情報セキュリティ技術を中心に特殊なノウハウや経験の蓄積等、無形の資産への依存が大きな割合を占め

ておりますが、ＩＴ業界において慢性的に人材が不足するなか、業界をリードするノウハウを持った技術者が競合

他社に引き抜かれる等、人材が流出した場合には、事業展開、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(10）新株発行による資金調達に関するリスク 

平成17年３月25日開催の定時株主総会において、当社定款に「当会社が新株を発行する場合は、その発行事項に

ついては、これを株主総会が決議するものとする。」という規定を新設する定款変更が承認されました。新株の発

行は、株主にとってその利益に関する重要事項であるため、その承認には取締役会の決議ではなく、会社の最高意

思決定機関である株主総会の決議によるとするものであります。当社は経営計画に基づき資金計画を策定し、資金

需要の管理を徹底しておりますが、この定款変更により、今後の新株発行は全て株主総会の決議に委ねられ、資金

需要や株式市場を勘案した機動的な発行が困難となる可能性があり、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

（1） 業務提携に関する契約 

 （注）契約期間満了後は双方の申し出がない限り、１年間の自動更新となっております。 

契約締結先 契約品目 契約内容 契約期間 

インターネット セキュリティシ

ステムズ株式会社（ＩＳＳ社） 

マスターディストリビュ

ーター契約 

ソフトウエア製品の使用権

許諾販売及び関連業務に関

する契約 

平成９年５月31日から

平成10年12月31日まで

（注） 

株式会社インフォセック 
情報セキュリティサービ

ス事業における業務提携 

左記事業の提携に関する基

本合意 

平成13年12月１日から

平成18年11月30日まで 

（注） 



（2）その他の重要な契約 

 当社は、平成18年11月10日の当社取締役会決議に基づき、平成18年11月10日にエー・アンド・アイ システム株

式会社との間で共同株式移転による経営統合に関し基本合意を交わしておりましたが、平成19年１月16日の当社取

締役会において移転にかかるスケジュールの日程延期を決議し、同社との間で日程延期の合意書を締結いたしまし

た。平成19年２月28日の当社取締役会において、延期となっておりました日程及び株式移転により設立する持株会

社の上場に関して決議するとともに、再度同社との間で合意書を締結いたしております。 

  

(a) 当該株式移転の目的 

 当社は、ネットワークセキュリティのトータルソリューションサービス（ＳＮＳ事業）並びにＳＩ事業を通じ

て、官公庁・企業・団体等に安心と安全を提供してまいりました。 

 一方、エー・アンド・アイ システム株式会社は、コンサルティングサービス、ソリューションサービス、シス

テム開発サービスを事業領域として、主に官公庁・地方自治体・企業等に情報サービスを提供してまいりました。

特に企業においては金融機関の基幹系業務システムの開発に多数の実績を有するほか、情報・通信業、人材派遣業

などのＷｅｂ系システム構築に強みをもっております。 

 当社とエー・アンド・アイ システム株式会社は、平成17年２月18日発表の資本・業務提携により協力体制をも

って経営を進め、金融業界市場及び人材派遣業界市場にセキュリティ対策を施したシステムを提供し、一定の評価

を得てまいりましたが、新たな業界市場への参入ならびに競争が激化するＩＴ業界において多様な案件への対応能

力を備えるべく、更なる関係強化を実現することが両社の成長を加速させ、企業価値を向上させる最良の策と判断

いたしました。当該株式移転は、共同持株会社による統一的な事業戦略の下で、当社の強みである情報セキュリテ

ィ技術と、エー・アンド・アイ システム株式会社の強みであるエンドユーザーにおけるシステム構築及び運用の

技術を相互に融合させることにより、より高い付加価値を創造し、最大限のシナジー効果を実現すると共に、業務

の効率化ならびに継続的な生産性向上による収益力の強化によって、持続的に企業価値を高めることを目的として

おります。 

  具体的な目的と持株会社設立により見込める効果は以下のとおりです。 

 ① 市場拡大 

 エー・アンド・アイ システム株式会社が得意とする金融業界市場並びに人材派遣業界市場の更なる拡

大が可能になります。特に金融、人材派遣業界市場においては情報セキュリティ対策が重要視される市場

であり、当社の情報セキュリティ技術とエー・アンド・アイ システム株式会社のシステム構築及び運用

技術の複合提供により、市場拡大と深耕を図ることが可能となります。 

 ② 案件規模の拡大とエンドユーザーへの対応 

 両社の人的リソースの共同活用によって、従前にも増した更なる大型案件対応が可能となります。ま

た、セキュリティからシステム構築にいたる一貫したノウハウ及び人材リソースの拡大により、ユーザー

ニーズの詳細な把握とシステム開発体制を備えることが可能になり、エンドユーザーへの対応能力が向上

します。 

 ③ 新市場への参入 

 当社の情報セキュリティ技術とエー・アンド・アイ システム株式会社がもつシステム構築及び運用技

術の統合により、開発段階から情報セキュリティ対策を施す新サービスの提供が可能となり、新たな業界

市場への進出が可能となります。 

 ④ 付加価値の向上 

 当社の強みである情報セキュリティ技術とそれらに関わるコンサルティングノウハウ、エー・アンド・

アイ システム株式会社の強みであるエンドユーザーに向けたシステム構築技術と運用ノウハウ等、両社

の強みを生かした総合的サービスを提供することで、付加価値向上を図ります。 

 ⑤ 合理化 

 品質管理、技術研究、プロジェクト管理、一般管理業務等の間接業務の統合・合理化を図ることによ

り、サービス品質のレベルアップと生産性の向上が可能となります。 

  



(b）当該株式移転の方法、株式移転完全子会社となる会社の株式１株に割り当てられる株式移転設立完全親会社と

なる会社の株式の数その他株式移転計画の内容 

 ① 当該株式移転の方法 

 当社及びエー・アンド・アイ システム株式会社は、平成19年10月１日をもって共同株式移転を行い、

両社の発行済株式の全部を新たに設立する持株会社に取得させ持株会社の完全子会社となり、当社及びエ

ー・アンド・アイ システム株式会社の株主は、持株会社が株式移転に際して発行する新株式の割り当て

を受けます。 

 ② 株式移転完全子会社となる会社の株式１株に割り当てられる株式移転設立完全親会社となる会社の株式の

数その他株式移転計画の内容 

 １）株式移転にかかる比率 

  株式移転比率は、第三者機関の評価結果を踏まえ、両社協議の上、決定いたします。 

 ２）その他株式移転計画の内容 

 今後、当社及びエー・アンド・アイ システム株式会社の協議により決定します。現在の日程は以下のと

おりです。 

  平成19年４月20日（予定） 当社及びエー・アンド・アイ システム株式会社両社の株式移転計画の取締

役会承認 

 平成19年５月９日（予定） 当社臨時株主総会基準日 

 平成19年６月28日（予定） 当社株式移転計画承認臨時株主総会 

              エー・アンド・アイ システム株式会社株式移転計画承認定時株主総会 

 平成19年９月25日（予定） 当社及びエー・アンド・アイ システム両社の上場廃止日 

 平成19年10月１日（予定） 株式移転の日（持株会社設立登記日・持株会社上場日） 

 平成19年11月下旬（予定） 持株会社株券交付日 

 ただし、今後手続きを進めるなかで、やむを得ない状況が発生した場合は、日程を変更することがありま

す。 

 ３）株式移転比率の算定根拠 

 未定であります。 

 ４）当該株式移転の後の株式移転設立完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の

額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容 

 持株会社の代表取締役社長は、現在、両社の筆頭株主で、当社の創業者かつ取締役会長であり、エー・ア

ンド・アイ システム株式会社の社外取締役会長でもある三柴元の就任を予定しております。その他の商

号、本店の所在等の詳細につきましては、今後、両社協議のうえ決定いたします。 

  

(c）当該株式移転により設立する持株会社の上場 

 平成18年11月10日発表の適時開示情報にて、経営統合により設立する持株会社はジャスダック証券取引所に上場

申請し、当社及びエー・アンド・アイ システム株式会社はその100％子会社となって上場を廃止する予定である

旨お知らせしておりましたが、この場合にはエー・アンド・アイ システム株式会社の株式は大阪証券取引所が定

める規則により、監理ポストに割当てられ、株式移転計画承認株主総会の決議後１ヶ月の整理ポスト期間を経て上

場廃止となることとなっておりました。 

 本件につき、当社とエー・アンド・アイ システム株式会社両社で協議を進めた結果、両社株主の利便性と公平

性を図り、投資機会の拡大と株式の流動性確保を目的として、ジャスダックとヘラクレスの両市場に上場申請する

ことといたしました。 

 また、持株会社株式の上場予定日を平成19年10月１日としたことにより、当社及びエー・アンド・アイ システ

ム株式会社の株式は、各証券取引所の規則等に基づき上場廃止日から持株会社株式の上場日までの４営業日の間売

買ができなくなることから、平成19年９月21日まで売買が可能となる予定であります。 



６【研究開発活動】 

当社は研究開発活動として、技術革新の激しいセキュリティ市場におけるリーディングカンパニーとして最新・

最高の技術を維持向上するためにコンピュータセキュリティ研究所及びデータベースセキュリティ研究所で、次の

研究テーマに継続的に取り組んでおります。 

なお、当事業年度における研究開発費の総額は84百万円となりました。 

(1) コンピュータセキュリティ研究所における研究テーマ 

Ａ．脆弱性の情報収集と検証 

世界中で日々発見（報告）されるセキュリティホール情報の収集、プロトタイピング、実証実験、防御対策等

についてＳＮＳＤＢに収録し顧客に提供しております。 

Ｂ．脆弱性を発見する検査手法の確立 

脆弱性や攻撃手法など、最新の情報を取り込んだ検査手法を研究しております。 

Ｃ．セキュリティ監視方法の確立 

ＪＳＯＣのセキュリティ監視サービスで検知された攻撃手法や、その予兆に関する情報を分析し監視方法や緊

急対応等の体制について研究しております。 

Ｄ．脆弱性の調査・発見等 

当社が持つ最新の情報や先進の技術により、独自に脆弱性の調査・発見を行い、再現性の検証や防御対策等に

ついてＳＮＳＤＢに収録し顧客に提供しております。 

(2) データベースセキュリティ研究所における研究テーマ 

Ａ．データベースとその周辺の脆弱性と脅威の調査と防御手法の確立 

 元来守るべき情報資産の大半はデータベースに存在しております。しかも、データベースは残存している大

きなセキュリティリスクであることは一般的に理解されていたものの、現状は対策が取られておりませんでし

た。しかし、昨今の個人情報保護に端を発して、今後ますます企業への管理責任要求が高まることが予測され

てまいりました。当社はこれまでのネットワークセキュリティでの大きな経験を生かし、データベースセキュ

リティ分野においてもリードできるように脅威の調査・分析と、そのリスクと防御（保護対策）手法を研究し

ており、これらの研究成果はデータベースセキュリティ対策診断サービスという形でサービス化されておりま

す。 

Ｂ．データベースセキュリティの設定と検査手法の確立 

 データベースの安全な運用と情報保護のため、データベースとのその周辺（ネットワーク・サーバー）の安

全な設定方法とその検査手法を研究しております。 

Ｃ．データベースアクセス監視手法の研究開発 

 データベースへのアクセス監視は特に情報漏えい防止の観点で重要でありますが、システム的に正しいアク

セスで情報漏えいにつながる行為を見つけるのは実際には困難であります。今後、アノマリ（変則）行動の監

視手法などを確立することで、実際に犯罪に発展する前に防止できる体制や追跡方法を研究しております。 

 また、フォレンジックの観点からも必要な情報を残し、適切な監視やログ分析運用のあるべき姿をコンサル

ティングするための設計、導入、運用技術を体系化し、提供するサービス品質向上に努めてまいります。 

Ｄ．データベース・フォレンジックの調査・研究 

 データベースの改ざん・破壊・漏えいの不正なアクセス手法に対し、法的分野での有用な立証方法としての

監査証跡（監査ログ）のあり方、管理方法について研究を行い、データベース不正アクセスの被害にあった顧

客の環境から、原因の究明や捜査機関への情報提供等を可能にしております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社における財政状態及び経営成績の分析につきましては、当有価証券報告書に記載している財務諸表に基づき

作成しております。なお、本項における記載事項は当事業年度末現在において判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。当

該財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５経理の状況 (1）財務諸表等 重要な会計

方針」に記載しているとおりであります。また当社は財務諸表の作成にあたり、過去の実績や当該取引の状況に照

らして、合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反

映しております。また実際の結果は、見積もりによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がありま

す。 

 なお、当社が行っている会計上の見積りのうち、特に重要なものとしては、税効果会計における繰延税金資産に

対して、その予想される将来の課税所得水準及び利用可能なタックスプランニングを基に回収可能性を考慮してい

ることであります。 

(2）当事業年度の経営成績及び財政状態の分析 

Ａ．経営成績 

 当事業年度における経営成績の概況につきましては「第２事業の状況 １業績等の概要 (1）業績」に記載の

とおりであります。 

Ｂ．財政状態 

 総資産は、前事業年度末と比較して、178百万円減少し、3,273百万円（5.2％減）となりました。流動資産

は、現金及び預金や繰延税金資産が増加したことにより、前事業年度末と比較して178百万円増加し、2,255百万

円（8.6％増）となりました。また固定資産は、エー・アンド・アイ システム株式会社の株式を減損処理した

ことや減価償却を実施したことなどにより、前事業年度末と比較して357百万円減少し、1,017百万円（26.0％

減）となりました。 

 負債は、前事業年度末と比較して323百万円減少し、915百万円（26.1％減）となりました。流動負債は、社債

を償還したことや一年内返済予定長期借入金を返済したことなどにより、前事業年度末と比較して38百万円減少

し、880百万円（4.2％減）となりました。固定負債は、長期借入金を返済したことにより、前事業年度末と比較

して284百万円減少し、35百万円（89.0％減）となりました。 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用したことにより、純資産合計は2,357百万円となりました。自己資本比率は前事業年度末

の64.1％から72.0％へと7.9ポイント増加しました。 

  

(3）資本の財源及び資金の流動性の分析 

Ａ．キャッシュ・フロー 

 当事業年度におけるキャッシュ・フローの概況につきましては「第２事業の状況 １業績等の概要 (2）キャ

ッシュ・フロー」に記載のとおりであります。 

Ｂ．資金調達について 

 当社における主な資金需要として、運転資金、設備投資資金、有利子負債の返済及び利息の支払い等がありま

すが、当社はこれらの資金需要を主に営業活動によるキャッシュ・フロー及び金融機関からの借入等によって調

達しております。なお、「第２事業の状況 ４事業等のリスク (11）新株発行による資金調達に関するリス

ク」に記載のとおり、平成17年３月25日開催の定時株主総会における特別決議をもって定款変更を実施したこと

により、将来想定される新株発行による資金調達に関しては株主総会の決議が必要となっております。 

 また、当社では平時の運転資金の調達方法として、金融機関との間でコミットメントライン契約を締結してお

り、当事業年度末における当該契約の未使用残高は1,470百万円であります。 

(4）経営成績及び財政状態に重要な影響を与える要因について 

 「第２事業の状況 ４事業等のリスク」に記載のとおりであります。 



 (5）中期的な経営戦略 

当社は、社会インフラとして更に重要となった情報セキュリティ分野で常に方向性をリードし、安全と安心を通

じて社会に貢献していくために、より一層のサービス向上、技術向上を実現し、信頼に応えられるシステムインテ

グレーションサービス、セキュリティサービスを提供する企業としての成長を目指しております。 

＜成長戦略＞ 

 当社は、情報セキュリティ分野におけるリーディングカンパニーとして、将来にわたり先進技術を研究かつ追求

し、顧客の情報資産に対し、常に最適なセキュリティソリューションを提供し続けることに注力してまいります。

当社はこれに対処するため、次の戦略に取り組んでまいります。 

① 既存事業伸長 

ａ）直販営業戦略 

・業種別に提案内容を整理し、アプローチ方法をモデル化して効率的な営業を展開する 

・顧客における標準的なセキュリティ管理システムをモデル化し、拡販する 

・顧客の良きパートナーとして顧客満足度の高い相談、対応体制を構築する 

ｂ）販売パートナー戦略 

・パートナーと共にエンドユーザのニーズを的確に受け止める体制を構築する 

・提案、販売ツールを充実させ、パートナーへのバックアップ体制を強化する 

・パートナーの特色に応じた商材の絞込みを行い、効率的かつ効果的な拡販につなげる 

ｃ）既存サービスの充実戦略（安定的収益基盤の確立） 

・ＪＳＯＣセキュリティ監視サービスを充実させ、販売を加速化する 

・顧客ニーズを反映させ、サービスの付加価値と品質向上を図る 

・コンサルティングサービスを充実させ、プライマリー（元請）として総合的ソリューション提案を実施す

る 

② 新規事業戦略 

 当社は変化が激しい情報セキュリティ分野において、常に先進的なソリューションを提供すべく、次の研究

活動に取り組み、新規サービスの事業化を目指してまいります。 

ａ）情報セキュリティ分野における先端技術を研究し、新たなサービスの創出を目指す 

ｂ）内部情報管理の中枢を担うデータベースを守るための、データベース・セキュリティ・サービスを強化

する 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当事業年度における設備投資額は93百万円となりました。主にＪＳＯＣでは、新サービス開始や設備増強などの

ために55百万円、また全社ではインフラ整備のために33百万円などの設備投資を実施しました。 

  

２【主要な設備の状況】 

当社の主要な設備の状況は以下のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は正社員の就業人員であります。 

２．主要なリース設備は以下のとおりであります。 

 （注）年間リース料には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社の設備投資については景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案し、策定しております。特にＪＳＯ

Ｃにおいては、監視契約数の増加を考慮に入れたうえで設備の増強を行ってまいります。 

 (1）重要な設備の新設の計画 

 当事業年度における重要な設備の新設の計画はありません。 

(2）重要な設備の除却等の計画 

 当事業年度における重要な設備の除却等の計画はありません。 

  平成18年12月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 建物 

（千円） 

器具及び
備品 
（千円） 

ソフトウ
エア 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都港区） 

管理部門、ＳＮＳ事

業及びＳＩ事業 

本社業務施設

（賃借） 
22,625 64,533 28,601 115,759 347

ＪＳＯＣ 

（東京都港区） 
ＳＮＳ事業 

セキュリティ監

視センター 

（賃借） 

24,387 108,092 104,090 236,570 85

システム運用管理

センター・お台場 

（東京都江東区） 

ＳＩ事業 

顧客システム運

用業務施設 

（賃借） 

－ 665 － 665 4

韓国オフィス 

（韓国ソウル市） 
ＳＮＳ事業ほか 

セキュリティ検

査業務等施設 
－ 519 － 519 13

事業所名 設備の内容 年間リース料（千円） 

本社他 
コンピュータ及びシステム関連設備他 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
47,920 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次

のとおりであります。 

平成17年３月25日定時株主総会決議 

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 212,000 

計 212,000 

種類 
事業年度末現在発行（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月29日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 64,998.81 64,998.81 ジャスダック証券取引所 － 

計 64,998.81 64,998.81 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 1,800 480 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,800 480 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 389,000 389,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月１日 

至 平成21年５月31日 

自 平成19年６月１日 

至 平成21年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  389,000 

資本組入額 194,500 

発行価格  389,000 

資本組入額 194,500 

新株予約権の行使の条件 

当社と対象取締役及び従

業員との間で締結する付

与契約に定めるものとす

る。 

当社と対象取締役及び従

業員との間で締結する付

与契約に定めるものとす

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ―  ― 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    282,000円 

資本組入額    85,000円 

払込金総額  846,000千円 

２．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

３．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

社債総金額   800,000千円 

額面総額    800,000千円 

転換価格    186,600円 

交付株式数    4,287株 

買取請求端株数   0.24株 

資本組入額   400,000千円 

４．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

社債総金額   200,000千円 

額面総額    200,000千円 

転換価格    188,400円 

交付株式数    1,061株 

買取請求端株数   0.57株 

資本組入額   100,000千円 

５．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使 257株 

６．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び新株予約権の行使（当期行使の合計） 393株 

(5）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式は170.81株であり、170株は「個人その他」の欄に、0.81株は「端株の状況」に記載しております。 

   ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年４月24日 

（注１） 
3,000 59,000 255,000 631,000 591,000 702,000 

平成16年３月26日 

（注２） 
－ 59,000 － 631,000 △417,872 284,127 

平成16年９月10日 

（注３） 
4,287.24 63,287.24 400,000 1,031,000 400,000 684,127 

平成16年９月13日 

（注４） 
1,061.57 64,348.81 100,000 1,131,000 100,000 784,127 

平成16年１月１日～ 

平成16年12月31日 

（注５） 

257 64,605.81 9,509 1,140,509 9,509 793,636 

平成17年１月１日～ 

平成17年12月31日 

（注６） 

393 64,998.81 18,917 1,159,426 18,917 812,554 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 4 16 60 2 3 6,036 6,121 － 

所有株式数

（株） 
－ 964 1,203 5,363 4 12 57,452 64,998 0.81 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.48 1.85 8.25 0.01 0.02 88.39 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５株含まれております。また「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

    ２．端株の0.81株はすべて自己名義所有株式であります。 

②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、自己名義所有株式が0.81株あります。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「端株」欄に含

まれております。 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三柴 元 千葉県船橋市 23,650 36.4 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2-3-1 3,000 4.6 

ラック従業員持株会 東京都港区東新橋1-5-2 1,347 2.1 

三輪 信雄 東京都港区 1,000 1.5 

エー・アンド・アイ システム

株式会社 
東京都中央区日本橋箱崎町16-9 1,000 1.5 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 814 1.3 

大橋 洋一 神奈川県横浜市都筑区 800 1.2 

髙梨 輝彦 神奈川県横浜市港南区 800 1.2 

本多 一成 埼玉県さいたま市見沼区 765 1.2 

東日本電信電話株式会社 東京都新宿区西新宿3-19-2 600 0.9 

計 － 33,776 52.0 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 170   
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  64,828 64,828 － 

端株 普通株式      0.81 － － 

発行済株式総数 64,998.81 － － 

総株主の議決権 － 64,828 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ラック 

東京都港区新橋 

三丁目26番４号 

新橋相互ビル304号 

170 － 170 0.26 

計 － 170 － 170 0.26 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規

定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

（平成17年３月25日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び執行役員で当社取締役会にて承認さ

れた者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを、平成17年３月25日開催の定時株主総会に

おいて特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額に新株予約権１個当た

りの株式数を乗じた金額とする。払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引

が成立しない日を除く。）におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の取引の終値（以下

「終値」と言う。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端株は切り上げ）とする。ただし、当該

金額が新株予約権発行日の前営業日（取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日）の終値を下回る

場合は、当該終値とする。 

なお、新株予約権発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

        また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分（新株予約権、

平成14年４月１日改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）を

行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成17年３月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社の取締役及び執行役員で当社取締役会にて承認さ

れた者 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
新規株式発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

当社は、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を経営の重要課題に据えており、利益配分につきましては、株主の皆

様に対し収益状況に応じた適切な利益還元を行うことを念頭に置き、企業体質の強化と将来の事業展開等に備えた

内部留保の充実を総合的に勘案して、決定すべきものと考えております。 

また当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、業績に連動し

て、期末配当として年１回、ないし中間配当とあわせて年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりま

す。この剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応するための原資として活用していく考えであ

ります。 

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。  

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 170.81 － 170.81 － 

決議年月日 配当金の総額（千円） 1株あたり配当額（円） 

 平成19年3月28日 

 定時株主総会決議 
64,828 1,000 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第19期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。 

また、平成14年４月24日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価について該当事項は

ありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 865,000 230,000 
209,000 

※290,000 
546,000 369,000 

最低（円） 175,000 90,000 
155,000 

※106,000 
198,000 64,000 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 155,000 140,000 141,000 123,000 110,000 85,200 

最低（円） 108,000 111,000 115,000 100,000 64,000 66,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有 
株式数 
（株） 

取締役社長 

（代表取締

役） 

  髙梨 輝彦 昭和26年12月19日生 

昭和48年４月 株式会社日本コンピューター・

サービスセンター（現情報技術

開発株式会社）入社 

昭和61年９月 当社入社 技術部長 

昭和62年４月 取締役就任 技術部長 

平成11年４月 常務取締役就任 営業技術管掌 

平成12年４月 営業本部長 

平成13年１月 システム開発本部長 

平成14年５月 セキュアネットサービス事業統

括管掌 

平成15年１月 事業開発推進担当 

平成15年７月 取締役就任 システムソリューシ

ョン事業本部長 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

平成18年１月 ＳＩ事業本部長 

平成19年２月 代表取締役社長就任（現任） 

 １年 800 

取締役 
研究開発本

部長 
西本 逸郎 昭和33年９月28日生 

昭和59年４月 株式会社日本コンピューター・

サービスセンター（現情報技術

開発株式会社）入社 

昭和61年10月 当社入社 

平成２年10月 大阪事業部長 

平成３年４月 取締役就任 大阪事業部長 

平成９年３月 取締役辞任 

 流通システム部長 

平成11年４月 取締役就任（現任） 技術開発

本部長 

平成13年１月 不正アクセス対策事業本部長 

平成14年５月 セキュアネットサービス事業本

部長 

平成15年１月 ＪＳＯＣ事業本部長 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

平成17年１月 ＳＮＳ事業本部長 

平成17年５月 株式会社ＩＴプロフェッショナ

ル・グループ監査役就任（現

任） 

平成19年２月 研究開発本部長（現任） 

１年 100 

取締役 
ＳＮＳ事業

本部長 
齋藤 理 昭和31年11月17日生 

昭和58年10月 株式会社ハイテックインターナ

ショナルカンパニー入社 

平成13年５月 当社入社 

平成13年７月 コンピュータセキュリティ研究

所ISMS部長 

平成13年10月 営業本部技術政策部長 

平成14年５月 営業本部SPS部長 

平成15年１月 SNS営業本部第一営業部長 

平成16年２月 SNS営業本部副本部長 

平成16年７月 SNS営業本部長 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

平成18年３月 取締役就任（現任）  

平成19年２月 ＳＮＳ事業本部長（現任）  

１年 150 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有 
株式数 
（株） 

取締役会長   三柴 元 昭和19年５月16日生 

昭和44年４月 丸善石油株式会社（現コスモ石

油株式会社）入社 

昭和55年７月 株式会社日本コンピューター・

サービスセンター（現情報技術

開発株式会社）入社 

昭和60年６月 同社取締役就任 第二技術本部

長 

昭和61年４月 同社 東京支社長 

昭和61年９月 当社設立 代表取締役社長 

平成15年９月 代表取締役会長就任 

平成17年３月 取締役会長就任 

平成17年５月 取締役会長辞任 

平成18年６月 エー・アンド・アイ システム

株式会社 取締役会長就任（現

任） 

平成19年３月 当社取締役会長就任（現任）  

 １年 23,650 

取締役 管理本部長 白石 通紀  昭和30年９月24日生 

昭和54年４月 株式会社日立情報システムズ入

社 

昭和59年４月 株式会社コロネット商会入社 

平成16年５月 当社入社 

平成16年７月 経営企画本部長 

平成17年１月 執行役員就任 

平成19年２月 管理本部長（現任） 

平成19年３月 取締役就任（現任）  

１年 － 

常勤監査役  畑 康徳 昭和12年３月30日生 

昭和35年４月 ドットウエル・カンパニー・リ

ミテッド入社 

昭和39年11月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成４年11月 ユニテックリファインド株式会

社（現株式会社サンライズテク

ノロジー）入社 

 常務取締役就任 

平成６年６月 ヒラボウ株式会社取締役就任 

平成７年２月 当社入社 常務取締役就任 開

発営業本部長 

平成８年２月 コンサルタントとして独立 

平成12年10月 当社常勤監査役就任（現任） 

４年 － 

監査役  淡島 章一 昭和８年９月４日生 

昭和28年４月 川口税務署 

平成３年７月 芝税務署 署長 

平成４年９月 税理士登録 淡島章一税理士事

務所設立（現任） 

平成13年３月 当社監査役就任（現任） 

４年 20 

監査役  東松 文雄 昭和24年７月20日生 

昭和48年４月 司法修習生 

昭和50年４月 東京地方裁判所 判事補 

昭和62年４月 岐阜地方裁判所 判事 

昭和63年４月 弁護士登録 

平成６年１月 ふじ合同法律事務所設立 

平成13年３月 当社監査役就任（現任） 

平成13年10月 法律事務所東松設立（現任） 

４年 － 

    計   24,720 



（注）１．監査役淡島章一及び東松文雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 ２．取締役の任期は、定款により、就任後１年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までとなってお

ります。各取締役は、平成19年３月28日開催の定時株主総会において選任されております。 

 ３．監査役の任期は、定款により、就任後４年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までとなってお

ります。各監査役は、平成16年３月26日の定時株主総会において選任されております。 

   ４．当社では、迅速かつ的確な経営の意思決定とともに業務執行及びその監督にかかる経営管理機構の強化を図る

ため、執行役員制度を導入しております。執行役員は平成19年３月28日開催の取締役会において選任された、

以下の13名で構成されております。なお、執行役員仲田 聰は、平成19年４月１日就任予定であります。 

   ５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。補欠

監査役の略歴は次のとおりであります。 

担当職名 氏名 

 社長 高梨 輝彦 

 研究開発本部長 西本 逸郎 

 ＳＮＳ事業本部長 齋藤  理 

 管理本部長兼総務部長 白石 通紀 

 ＳＩ事業本部長兼事業推進部長  英  秀明 

 管理本部副本部長兼経営企画部長 岩崎  勝 

 管理本部人材開発部長 山中  聡 

 ＳＮＳ事業本部インダストリ営業統括部長 三柴 照和 

 ＳＮＳ事業本部コンサルティング事業部長 池田 洋介 

 ＳＮＳ事業本部ＪＳＯＣ事業部長兼営業部長 可児 康之 

 ＳＩ事業本部副本部長兼ＳＩ営業部長 秋山 陽一郎 

 ＳＩ事業本部副本部長兼ＩＴガバナンスコンサルティング部長 江尾 一郎 

  仲田  聰  

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

網野 猛美 昭和19年11月12日生 

昭和44年７月 東洋工業株式会社（現マツダ株式会社）入社 

昭和54年４月 弁護士登録 熊谷総合法律事務所入所 

昭和62年４月 埼玉北部法律事務所設立（現任） 

平成13年４月 本庄ガス株式会社監査役就任（現任） 

20 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、企業活動を支えている全てのステークホルダーに良好な関係を築き、長期にわたり継続的な成長を遂げ

ていく上で、コーポレート・ガバナンスの確立が不可欠であると認識しております。その実現を目指して、内部統

制システムの整備・充実を図るとともに、企業活動を支えている株主をはじめとする全てのステークホルダーとの

良好な関係を構築し、適時適切な情報開示により企業活動の透明性を確保する体制を整備してまいります。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

①会社の機関の基本説明 

 株主総会は、会社法及び定款に定められた重要な事項を決議する最高機関であるとともに、株主の皆様の当社に

対する率直なご質問やご意見を頂戴し、会社運営に対する相互理解の場としても重要であると認識しており、その

目的に適した総会の運営に努めております。 

当社は監査役制度採用会社であります。当事業年度末現在、取締役は５名（全員社内取締役）であり、取締役会

は経営方針・戦略などの重要な業務執行に関する意思決定及び代表取締役並びに取締役の業務執行を監督する機関

として、運営しております。 

監査役は、社外監査役２名を含む３名で、定期的に監査役会を開催し、また、取締役の業務執行を監督する機関

として公正な監査を行うため、取締役会及び重要会議への出席、現場での意見聴取など中立かつ客観的立場からの

チェック・助言及び提言等を行っております。 

 なお、当社は平成19年３月28日開催の定時株主総会において、社外監査役との間で会社法427条１項に規定する

契約を締結することができる旨の定款変更を行っております。 

  

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社では、経営環境の変化に迅速に対応するため、毎月１回定時取締役会を、必要に応じて臨時取締役会を開催

しております。 

 また業務執行の効率化と迅速化を図るために導入した執行役員制度を充実させ、取締役会を経営方針の決定と業

務執行の監督を行う機関として明確に位置づけ、取締役会及び取締役の機能強化と活性化を図り、コーポレート・

ガバナンスの充実に向け取り組んでおります。 



 なお、以下の図は会社の機関の内容及び内部統制のシステムを示したものであります。 

③内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査については、社長直属の内部監査室を設置し専任のスタッフ１名がおります。内部監査人は監査計画・

実施内容・改善指導内容を社長及び監査役に報告するとともに、適宜ミーティングを行い情報の共有を図るなど、

監査役との連携により内部監査に取り組んでおります。また、監査役及び会計監査人である公認会計士との相互連

携により内部統制の充実に取り組んでおります。 

 監査役監査は、監査役会で定められた監査方針に基づき、取締役会・執行役員会等の会議体への出席、現場での

意見徴収など中立かつ客観的立場からチェック・助言及び低減等を行っております。また、監査役は内部監査室や

会計監査人と情報の共有化を図り、監査機能の充実に努めつつ、会社の健全な発展と経営目標の達成に寄与すべ

く、独立かつ公正で客観的な立場から監査を実施しております。 

  

④会計監査の状況 

 会計監査につきましては、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、年度及び半期の会計監査を受けておりま

す。当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成については以下のとお

りであります。なお、会計監査人と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 (注)継続監査年数につきましては全員７年以内であるため、記載を省略しております。また、同監査法人はすでに

自主的に、業務執行社員について当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとってお

ります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 原田恒敏、中島茂喜、上林三子雄 

所属する監査法人 新日本監査法人 

監査業務に係る補助者の構成 公認会計士４名 

会計士補６名 



⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外監査役は、税理士、弁護士各１名就任しており、うち１名が当社株式20株を所有しておりますが、当

社との間には、重要な利害関係はありません。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、事件、事故、自然災害といった、様々なリスクに備えるための危機管理委員会を設置し、想定される

リスクに対して円滑に対処するための予防策、教育、訓練、設備の準備などを行っております。 

 また、情報資産の管理については、当社が情報セキュリティ分野において社会に貢献する企業を目指しているこ

とから特に注意を払っており、情報セキュリティポリシーを始めとする諸規程を制定し、情報資産を保護するため

に必要な運営、管理に取り組むとともに、セキュリティレベルの維持、向上に努めております。 

  

(3）役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。 

  取締役に対する報酬  81,227千円（社外取締役は選任されておりません。） 

監査役に対する報酬  13,200千円（うち社外監査役に対する報酬 4,800千円） 

(4）監査報酬の内容 

当社は新日本監査法人との間で、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査について監査契約を締結し、当

該契約に基づき報酬を支払っております。当事業年度における監査報酬は次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額  12,000千円 

    なお、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第20期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

21期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、第20期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第20期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）及び第21期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人によ

り監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   491,006   557,675  

２．受取手形     924   －  

３．売掛金   1,191,786   1,193,067  

４．仕掛品   164,704   147,020  

５．貯蔵品    9,557   19,610  

６．前渡金   74,289   51,831  

７．前払費用   120,742   114,114  

８．繰延税金資産   －   154,000  

９．その他   24,018   24,210  

10．貸倒引当金   －   △5,770  

流動資産合計   2,077,030 60.2  2,255,759 68.9 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  94,508   95,579   

減価償却累計額  40,040 54,468  48,566 47,012  

(2）器具及び備品  473,243   540,090   

減価償却累計額  291,863 181,380  366,281 173,809  

有形固定資産合計   235,848 6.8  220,821 6.8 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウエア   246,231   132,691  

(2）その他   2,820   2,820  

無形固定資産合計   249,052 7.2  135,512 4.1 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   450,155   203,780  

(2）長期前払費用   17,508   13,799  

(3）差入保証金    403,116   435,728  

(4）その他   19,418   7,794  

投資その他の資産合計   890,200 25.8  661,103 20.2 

固定資産合計   1,375,101 39.8  1,017,437 31.1 

資産合計   3,452,132 100.0  3,273,197 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   270,657   326,329  

２．短期借入金    －   130,000  

３．１年内返済予定長期借
入金 

   240,000   40,000  

４．１年内償還予定社債   60,000   －  

５．未払金   140,974   167,915  

６．未払費用   37,565   62,262  

７．未払法人税等   18,909   10,410  

８．未払消費税等   40,606   52,261  

９．前受金   44,643   62,495  

10．預り金   53,809   25,199  

11．その他   12,304   3,729  

流動負債合計   919,471 26.6  880,604 26.9 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金    270,000   30,000  

２．繰延税金負債     30,428   －  

３．その他     19,418   5,066  

固定負債合計   319,847 9.3  35,066 1.1 

負債合計   1,239,318 35.9  915,670 28.0 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  1,159,426 33.6  － － 

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金  ※３ 812,554   －   

資本剰余金合計   812,554 23.5  － － 

Ⅲ 利益剰余金         

１．当期未処分利益  255,627   －   

利益剰余金合計   255,627 7.4  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額 
  金 

   44,352 1.3  － － 

Ⅴ 自己株式 ※２  △59,147 △1.7  － － 

資本合計   2,212,813 64.1  － － 

負債・資本合計   3,452,132 100.0  － － 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 1,159,426 35.4

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 812,554   

資本剰余金合計  － － 812,554 24.8

３．利益剰余金    

(1）その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  － 440,035   

利益剰余金合計  － － 440,035 13.5

４．自己株式  － － △59,147 △1.8

株主資本合計  － － 2,352,868 71.9

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．繰延ヘッジ損益  － － 4,657 0.1

評価・換算差額等合計  － － 4,657 0.1

純資産合計  － － 2,357,526 72.0

負債純資産合計  － － 3,273,197 100.0

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．セキュアネットサービ
ス売上高 

 3,792,835   4,044,409   

２．システムインテグレー
ション売上高 

 2,048,429 5,841,264 100.0 2,410,286 6,454,695 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２       

１．セキュアネットサービ
ス売上原価 

 2,689,109   2,684,151   

２．システムインテグレー
ション売上原価 

 1,523,562 4,212,671 72.1 1,784,477 4,468,629 69.2 

売上総利益   1,628,593 27.9  1,986,066 30.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  1,400,012 24.0  1,632,167 25.3 

営業利益   228,580 3.9  353,898 5.5 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  16   59   

２．受取配当金  7,625   2,000   

３．保険金収入  924   868   

４．受取手数料   －   1,850   

５．為替差益   －   942   

６．消費税還付金   －   957   

７．支払保険料還付金   －   1,046   

８．その他  3,263 11,829 0.2 1,646 9,372 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  25,674   6,536   

２．社債利息  257   34   

３．財務手数料  9,480   18,474   

４．たな卸資産評価損  －   21,489   

５．貸倒引当金繰入額  －   5,770   

６．その他  217 35,628 0.6 1,037 53,341 0.8 

経常利益   204,781 3.5  309,929 4.8 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．会員権売却益   1,719   －   

２．貸倒引当金戻入額  221 1,940 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 22,792   －   

２．たな卸資産評価損  26,701   －   

３．投資有価証券評価損    －   171,593   

４．役員退職慰労金   － 49,493 0.8 40,399 211,993 3.3 

税引前当期純利益   157,229 2.7  97,936 1.5 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,700   2,700   

法人税等調整額  － 2,700 0.1 △154,000 △151,300 △2.4 

当期純利益   154,529 2.6  249,236 3.9 

前期繰越利益   101,098   －  

当期未処分利益   255,627   －  

        



売上原価明細書 

(1）セキュアネットサービス売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 購入品費  961,929 35.0 872,483 32.6 

Ⅱ 労務費  933,410 33.9 920,597 34.4 

Ⅲ 外注費  191,380 7.0 170,376 6.4 

Ⅳ 経費 ※１ 663,508 24.1 711,614 26.6 

当期総製造費用  2,750,228 100.0 2,675,072 100.0 

期首仕掛品棚卸高  142,266  152,521  

計  2,892,495  2,827,594  

他勘定振替高 ※２ 20,377  22,385  

期末仕掛品棚卸高  183,007  121,057  

当期セキュアネットサ
ービス売上原価 

 2,689,109  2,684,151  

      

前事業年度 当事業年度 

原価計算の方法は個別原価計算によっております。 原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

減価償却費       188,916千円

地代家賃 130,353千円

支払手数料 153,605千円

通信費 39,989千円

賃借料 47,108千円

減価償却費   165,685千円

地代家賃 154,155千円

支払手数料       142,747千円

通信費       22,513千円

賃借料       111,945千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

器具及び備品 20,377千円 器具及び備品       2,747千円

貯蔵品       2,805千円

棚卸資産評価損       16,832千円



(2）システムインテグレーション売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 購入品費  11,595 0.8 11,064 0.6 

Ⅱ 労務費  929,204 61.2 931,666 51.8 

Ⅲ 外注費  428,108 28.2 697,861 38.8 

Ⅳ 経費 ※ 148,533 9.8 157,664 8.8 

当期総製造費用  1,517,442 100.0 1,798,257 100.0 

期首仕掛品棚卸高  18,302  12,182  

計  1,535,745  1,810,440  

他勘定振替高  －  －  

期末仕掛品棚卸高  12,182  25,963  

当期システムインテグ
レーション売上原価 

 1,523,562  1,784,477  

      

前事業年度 当事業年度 

原価計算の方法は個別原価計算によっております。 原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

地代家賃 86,858千円

通信費 17,805千円

減価償却費 2,589千円

賃借料 9,602千円

旅費交通費 7,312千円

消耗品費 7,627千円

地代家賃       85,189千円

通信費       20,474千円

減価償却費      4,924千円

賃借料      10,922千円

旅費交通費      9,998千円

消耗品費      10,595千円



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）              

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金 
合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日 残高(千円) 1,159,426 812,554 812,554 255,627 255,627 △59,147 2,168,460 

当事業年度中の変動額        

剰余金の配当     － △64,828 △64,828   △64,828 

当期純利益     － 249,236 249,236   249,236 

株主資本以外の項目の 
当事業年度変動額（純額） 

    －   －   － 

当事業年度変動額合計  (千円) － － － 184,408 184,408 － 184,408 

平成18年12月31日 残高(千円) 1,159,426 812,554 812,554 440,035 440,035 △59,147 2,352,868 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高(千円) 44,352 － 44,352 2,212,813 

当事業年度中の変動額     

剰余金の配当     － △64,828 

当期純利益     － 249,236 

株主資本以外の項目の 
当事業年度変動額（純額） 

△44,352 4,657 △39,694 △39,694 

当事業年度変動額合計  (千円) △44,352 4,657 △39,694 144,713 

平成18年12月31日 残高(千円) － 4,657 4,657 2,357,526 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純利益  157,229 97,936 

減価償却費  239,859 222,326 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△）  

 △221 5,770 

受取利息及び受取配当
金 

 △7,641 △2,059 

支払利息、社債利息及
び財務手数料 

 35,411 25,045 

為替差損益（差益：△）  183 △942 

無形固定資産除却損  22,792 － 

投資有価証券評価損   － 171,593 

たな卸資産評価損   26,701 21,489 

前渡金の増減額 
（増加：△）  

 △71,202 22,457 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 △95,256 △356 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

 △60,771 △13,858 

前払費用の増減額 
（増加：△） 

 3,220 6,628 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 △41,517 55,672 

未払金の増減額 
（減少：△） 

 △1,184 43,975 

未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

 △21,043 11,655 

その他  36,407 △4,119 

小計  222,966 663,213 

利息及び配当金の受取
額 

 7,643 2,056 

利息及び財務手数料の
支払額 

 △55,208 △20,261 

法人税等の支払額  △2,700 △2,700 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 172,700 642,308 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の払戻による
収入 

 10,000 － 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △73,481 △79,564 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △20,209 △26,939 

差入保証金の差入によ
る支出 

 － △32,611 

差入保証金の回収によ
る収入 

 6,085 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △275,093 － 

その他投資の取得によ
る支出 

 － △1,760 

その他投資の回収によ
る収入  

 1,720 － 

その他固定資産の増減
額（増加：△）  

 △3,150 △1,825 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △354,128 △142,701 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の増減額 
（減少：△） 

 △50,000 130,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △280,500 △440,000 

社債の償還による支出  △96,000 △60,000 

株式の発行による収入  37,835 － 

自己株式の取得による
支出 

 △58,971 － 

配当金の支払額  △38 △63,879 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △447,674 △433,879 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △183 942 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額：△） 

 △629,284 66,669 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,120,290 491,006 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１  491,006 557,675 

    



⑤【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会日 

（平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   255,627 

Ⅱ 利益処分額      

  １．配当金  64,828 64,828 

 Ⅲ 次期繰越利益   190,799 

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格に基づく時価法 

   なお、評価差額は全部資本直入法 

  により処理し、売却原価は移動平均 

  法により算定しております。  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格に基づく時価法 

   なお、評価差額は全部純資産直入 

  法により処理し、売却原価は移動平 

  均法により算定しております。  

時価のないもの 

同  左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

  同  左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)仕掛品 

個別法による原価法 

(1)仕掛品 

 同  左 

 (2)貯蔵品 

 移動平均法による原価法 

(2)貯蔵品 

  同  左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

(1）有形固定資産 

同  左 

 建物 ８～18年

器具及び備品 ３～15年

 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、市場販売目的のソフトウエア

については、見込使用可能期間（３

年）による定額法を、自社利用のソフ

トウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）による定額法を採

用しております。 

(2）無形固定資産 

同  左 

 (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同  左 

   

５．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同  左 

６．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

貸倒引当金 

同  左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 同  左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップは特例処理の要件を満

たしており、特例処理によっておりま

す。 

 通貨オプションは繰延ヘッジ処理に

よっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同  左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ対象  ヘッジ手段 

借入金 ・・・ 金利スワップ 

外貨建予定取引  ・・・ 通貨オプション 

   同  左 

 (3）ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスク並びに外

貨建予定取引にかかる為替変動リスク

の回避を目的として、デリバティブ取

引を行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同  左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては特例処理の

要件を満たしており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えております。 

 また、通貨オプションについてはヘ

ッジ手段とヘッジ対象に関する重要な

条件が同一であり、継続して為替の変

動による影響を相殺又は一定の範囲に

限定する効果が見込まれることにより

有効性を判定しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同  左 

 (5）その他 

 ヘッジ取引の契約は、管理本部長の

申請により社長の承認を得て行ってお

ります。 

(5）その他 

同  左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同  左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税の会計処理 

 同  左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。  

  ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は2,352,868千円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。  



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（キャッシュ・フロー計算書）  ─────── 

前事業年度まで営業キャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示していた「前渡金の増減額（増加：△）」

は、金額的重要性が増したため、区分掲記することに変

更しました。 

 なお、前事業年度の「その他」に含まれている「前渡

金の増減額（増加：△）」は147千円であります。  

  

 ─────── （損益計算書） 

  １.「受取手数料」は、営業外収益の総額の100分の10を

超えたため、区分記載することとしました。なお、 前

事業年度は営業外収益の「その他」に691千円含まれて

おります。 

 ２.「為替差益」は、営業外収益の総額の100分の10を超

えたため、区分記載することとしました。 

 なお、前期は「為替差損」であり、営業外費用の

「その他」に183千円含まれております。 

 ３.「消費税還付金」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、区分記載することとしました。な

お、 前事業年度は営業外収益の「その他」に378千円

含まれております。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割16,209千円を販売費及び

一般管理費として処理しております。 

  

 ─────── 

  ─────── 

  

 （エー・アンド・アイ システム株式会社との共同株式移

転による経営統合に関する基本合意） 

 当社は平成18年11月10日開催の取締役会において、エ

ー・アンド・アイ システム株式会社との間で共同株式移

転による経営統合に関して基本合意書を締結することを決

議し、同社と経営統合に関する基本合意書を締結いたしま

した。 

 なお、平成19年２月28日開催の当社取締役会において決

議した日程は以下のとおりであります。  

 このほか、経営統合の目的、株式移転の概要等につきま

しては「第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等 

（2）その他の重要な契約」に記載のとおりであります。 

平成19年４月20日 当社及びエー・アンド・アイ シス

テム株式会社両社の株式移転計画の

取締役会承認 

平成19年５月９日  当社臨時株主総会基準日 

平成19年６月28日 当社株式移転計画承認臨時株主総会 

  
エー・アンド・アイ システム株式

会社株式移転計画承認定時株主総会 

平成19年９月25日 当社及びエー・アンド・アイ シス

テム両社の上場廃止日 

 平成19年10月１日 株式移転の日（持株会社設立登記

日・持株会社上場日） 

 平成19年11月下旬 持株会社株券交付日 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．─────── 

授権株式数      212,000株

発行済株式総数      64,998.81株

             

                

（すべて普通株式）   

※２．自己株式 

当社が所有する自己株式の数は、普通株式170.81

株であります。 

※２．─────── 

  

※３．平成16年３月26日開催の定時株主総会において次 

   の欠損てん補を行っております。 

資本準備金 417,872千円

利益準備金 2,562千円

※３．─────── 

        

       

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
   1,900,000千円

借入実行残高      400,000千円

差引額    1,500,000千円

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
1,600,000千円

借入実行残高   130,000千円

差引額 1,470,000千円

５．配当制限 ５．─────── 

      商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は44,352

千円であります。 

      

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は54.3％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は45.7％

であります。 

  主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は52.7％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は47.3％

であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当等        534,167千円

役員報酬       88,900千円

地代家賃        191,200千円

減価償却費       48,082千円

支払手数料       76,395千円

   

給与手当等   628,490千円

役員報酬     94,427千円

法定福利費   85,327千円

地代家賃   182,879千円

減価償却費   51,715千円

支払手数料  150,981千円

※２．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

      124,918千円 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

84,028千円 

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．─────── 

ソフトウエア      22,792千円           



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．当事業年度の減少は失効によるものであります。 

２．権利行使期間の初日が到来していないものであり、当事業年度の減少は失効によるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式数
（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

発行済株式     

普通株式 64,998.81 － － 64,998.81 

合計 64,998.81 － － 64,998.81 

自己株式     

普通株式 170.81 － － 170.81 

合計 170.81 － － 170.81 

新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年度
末残高 
（千円） 前事業年度末

当事業年度 
増加 

当事業年度 
減少 

当事業年度末 

平成14年ストック・オプション

（注１） 
普通株式 240 － 240 － － 

平成17年ストック・オプション

（注２） 
普通株式 3,000 － 1,200 1,800 － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円）
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年3月30日 

定時株主総会 
普通株式 64,828 1,000 平成17年12月31日 平成18年3月31日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円）
配当の原資 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年3月28日 

定時株主総会 
普通株式 64,828  利益剰余金 1,000 平成18年12月31日 平成19年3月29日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定      491,006千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金      －千円

現金及び現金同等物      491,006千円

現金及び預金勘定 557,675千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金      －千円

現金及び現金同等物     557,675千円

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 130,675 55,104 75,570 

ソフトウエア 115,144 69,307 45,837 

合計 245,820 124,412 121,408 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 124,034 74,761 49,272 

ソフトウエア 68,659 39,430 29,228 

合計 192,693 114,192 78,501 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内       45,478千円

１年超       80,433千円

合計        125,911千円

１年内 40,861千円

１年超     41,317千円

合計   82,178千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料       51,018千円

減価償却費相当額       47,992千円

支払利息相当額      2,584千円

支払リース料 47,920千円

減価償却費相当額     45,032千円

支払利息相当額 2,061千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同  左 

  

  

（減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

    ２．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

当事業年度（平成18年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当事業年度において、その他有価証券について減損処理を行い、投資有価証券評価損171,593千円（時価のあ 

   る有価証券）を計上しております。 

  

    ２．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

  種類 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
 株式 260,843 335,625 74,781 

合計   260,843 335,625 74,781 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 
114,530 

  種類 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
 株式 89,250 89,250 － 

合計   89,250 89,250 － 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 
 114,530 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引及び通貨オプション取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動及び為

替変動のリスクの低減を目的としており、投機的な取

引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、金利関連では借入金利

の将来の金利市場における利率上昇による変動リスク

を回避する目的で、通貨関連では外貨建債務の為替変

動リスクを回避する目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

  

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップは特例処理の要件を満たしており、特

例処理によっております。 

 通貨オプションは繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象   

ヘッジ対象  ヘッジ手段 

借入金 ・・・ 金利スワップ 

外貨建予定取引 ・・・ 通貨オプション 

 

③ ヘッジ方針 

 借入金に係る金利変動リスク並びに外貨建予定取引

に係る為替変動リスクの回避を目的として、デリバテ

ィブ取引を行っております 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては特例処理の要件を満たして

おり、その判定をもって有効性の判定に代えておりま

す。 

 また、通貨オプションについては、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が同一であり、継続して為替

の変動による影響を相殺又は一定の範囲に限定する効果

が見込まれることにより有効性を判定しております。 

  

  

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

を、通貨オプション取引は為替相場の変動によるリスク

を有しておりますが、取引相手先を高格付の金融機関に

限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、管理本

部長の申請により社長の承認を得て行っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同  左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみの

ため、「取引の時価等に関する事項」は開示の対象か

ら除いております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同  左 



２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成17年12月31日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみのため該当事項はありません。 

当事業年度（平成18年12月31日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみのため該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況  

 (1)ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

  (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

  ②単価情報 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社の従業員  20名 
当社の取締役  ５名 

当社の執行役員 １名  

ストック・オプション数（注） 普通株式   500株 普通株式   3,000株 

付与日 平成14年11月22日 平成17年３月25日 

権利確定条件 

 新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても当社の取締

役、監査役、従業員の地位にある

ことを要する。 

  新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても当社の取締

役、監査役、従業員の地位にある

ことを要する。 

対象勤務期間  ―  ― 

権利行使期間 
自 平成17年１月１日 

至 平成18年12月31日  

自 平成19年６月１日 

至 平成21年５月31日 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前事業年度末 － 3,000 

付与 － － 

失効 － 1,200 

権利確定 － － 

未確定残 － 1,800 

権利確定後      （株）     

前事業年度末 240 － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 240 － 

未行使残 － － 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 249,060 389,000 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

繰延税金資産  

繰越欠損金 167,855 

事業撤退損失否認 46,890 

会員権評価損否認 3,744 

未払事業所税 3,183 

たな卸資産評価損否認 11,966 

未払事業税 6,597 

その他 29 

    

    

繰延税金資産の小計 240,263 

評価性引当額 △240,263 

繰延税金資産の合計 － 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △44,352 

繰延税金負債計 △44,352 

繰延税金負債の純額 △44,352 

繰延税金資産  

繰越欠損金 130,872 

事業撤退損失否認 20,547 

会員権評価損否認 3,744 

未払事業所税 3,320 

たな卸資産評価損否認 8,746 

 未払事業税 6,477 

 貸倒引当金 2,348 

 未払費用否認 8,831 

その他 28 

繰延税金資産の小計 184,917 

評価性引当額 △30,917 

繰延税金資産の合計 154,000 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率 40.7 ％ 

評価性引当金 △47.1  

住民税均等割 1.7  

交際費等永久に損金に算入されな

い金額 

7.5  

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない金額  

△1.0  

その他 △0.1  

負担率 1.7  

法定実効税率 40.7 ％ 

評価性引当金 △213.8  

住民税均等割 2.8  

交際費等永久に損金に算入されな

い金額 

14.6  

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない金額  

△0.4  

その他  1.6  

負担率 △154.5  



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

  該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 （注）アドバイザリー契約に基づくものであり、取引金額については一般的な市場価格を勘案し、社内規程による決裁

を経て決定しております。 

属性 
会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
  

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の 
兼任等 
  

事業上 
の関係 

主要株主 

 （個人） 
 三柴 元  － － －  

(被所有) 

直接 

36.5 

－ －  

アドバイザ

リーフィー

の支払  

12,857 
支払 

手数料  
－ 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額     34,133円60銭

１株当たり当期純利益金額      2,387円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
     2,378円63銭

１株当たり純資産額  36,365円87銭

１株当たり当期純利益金額   3,844円58銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。  

 

 
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益        154,529千円               249,236千円 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益        154,529千円               249,236千円 

 期中平均株式数 64,713株 64,828株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 

    

当期純利益調整額  －  － 

普通株式増加数   252株  －株 

 （うち新株引受権） （167株）  （－株）  

 （うち新株予約権） （ 85株）  （－株）  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

平成17年３月25日定時株主総

会決議による新株予約権方式

のストックオプション 

3,000個 

平成17年３月25日定時株主総

会決議による新株予約権方式

のストックオプション 

1,800個 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

投資有価証券 その他有価証券 

銘柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

 （第11回 第11種 優先株式） 
100 100,000 

エー・アンド・アイシステム㈱ 375,000 89,250 

㈱ITプロフェッショナル・グループ 95 14,250 

㈱宍戸国際ゴルフ倶楽部 1 280 

㈱インフォセック 400 0 

計 375,596 203,780 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 94,508 1,070 － 95,579 48,566 8,525 47,012 

器具及び備品 473,243 66,847 － 540,090 366,281 74,418 173,809 

有形固定資産計 567,752 67,917 － 635,670 414,848 82,944 220,821 

無形固定資産        

ソフトウエア 853,752 25,842 － 879,594 746,902 139,382 132,691 

ソフトウエア仮勘定 － 12,200 12,200 － － － － 

その他 2,820 － － 2,820 － － 2,820 

無形固定資産計 856,572 38,042 12,200 882,415 746,902 139,382 135,512 

長期前払費用 17,508 2,686 6,395 13,799 － － 13,799 

繰延資産        

  － － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

器具及び備品 ネットワーク機器及びPC等 62,839千円 
 



【社債明細表】 

 （注）（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

【引当金明細表】 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

 平成年月日     平成年月日 

第１回無担保社債 15.3.27 
60,000 

(60,000) 

－ 

  
0.24 なし 18.3.27 

計 － 
60,000 

(60,000) 

－ 

  
－ － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 130,000 1.7 － 

１年内返済予定長期借入金 240,000 40,000 3.7 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 270,000 30,000 3.7 平成19年～20年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 510,000 200,000 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 30,000 － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 － 5,770 － － 5,770 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 仕掛品 

区分 金額（千円） 

現金 612 

預金の種類  

普通預金 515,644 

定期預金 40,000 

別段預金 1,418 

小計 557,063 

合計 557,675 

相手先 金額（千円） 

アメリカンファミリー生命保険会社(アメリカンファミ

リーライフアシュアランスカンパニーオブコロンバス) 
118,986 

㈱野村総合研究所 73,648 

日本アイ・ビー・エム㈱ 73,426 

ソニーグローバルソリューションズ㈱ 63,217 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 59,166 

その他 804,621 

合計 1,193,067 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A） (B） (C） (D） 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,191,786 6,776,031 6,774,750 1,193,067 85.02% 64日 

品名 金額（千円） 

セキュアネットサービス仕掛案件 121,057 

システムインテグレーション仕掛案件 25,963 

合計 147,020 



④ 貯蔵品 

⑤ 差入保証金 

⑥ 買掛金 

    ⑦ 未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品名 金額（千円） 

セキュアネットサービス貯蔵品 19,610 

合計 19,610 

相手先 金額（千円） 

三井不動産㈱ 

アルダニー・インベストメンツ・ピーティーイー・リ

ミテッド 

271,898 

森トラスト㈱ 152,017 

㈱東京ビッグサイト 6,085 

(社) 韓国火災保険協会ビル 5,026 

ホテルグランパシフィックメリディアン 400 

その他  300 

合計 435,728 

相手先 金額（千円） 

インターネット セキュリティ システムズ㈱ 54,758 

Blue Coat Systems,Inc. 34,201 

コスモ・コンピュータ・ビジネス㈱ 30,261 

日本自動化開発㈱ 29,652 

ソフトバンクBB㈱ 22,478 

その他 154,977 

合計 326,329 

相手先 金額（千円） 

㈱インフォセック 80,980 

住友商事㈱ 34,052 

Blue Coat Systems,Inc. 7,334 

東日本電信電話㈱ 5,812 

エー・アンド・アイ システム㈱  3,527 

その他 36,208 

合計 167,915 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 平成19年３月28日の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告は、電子公告により行う。 

やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

公告掲載ＵＲＬ http://www.lac.co.jp/ 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券 ５株券 10株券 50株券 100株券 

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第20期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月31日関東財務局長に提

出 

(2) 訂正報告書 

平成18年８月16日関東財務局長に提出 

事業年度（第20期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります 

(2) 半期報告書 

第21期中（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月28日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

平成19年１月16日関東財務局長に提出 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨

時報告書であります。 

 平成19年３月１日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び第５項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３

の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年12月31日 至 平成17年12月31日）平成18年１月11日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月７日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

株式会社ラック   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 原田 恒敏   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 上林 三子雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ラックの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ラックの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１９年３月２８日

株式会社ラック   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 恒敏   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 茂喜   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 上林 三子雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ラックの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第２１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ラックの平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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